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原子力白書について

特 集  日常生活を支える原子力技術

第1章 東京電力福島第一原子力発電所事故の反省・教訓と福島の復興・再生の取組
第2章 エネルギー安定供給やカーボンニュートラルに資する安全な原子力エネルギー利用
第3章 国際潮流を踏まえた国内外での取組
第4章 原子力の平和利用と核不拡散・核セキュリティの確保への取組
第5章 原子力利用に関する国民からの信頼回復の取組
第6章 廃止措置及び放射性廃棄物への対応
第7章 放射線・放射性同位元素の利用の展開
第8章 原子力利用に向けたイノベーションへの取組
第9章 人材育成とサプライチェーンの維持・強化

特集P.2～

第1章～第9章P.7～

令和６年度版原子力白書の構成

概 説

 「原子力白書」は、我が国の原子力利用に関する現状及び取組の全体像について、国民に対する説明責任を果たしていくた
めに発刊する非法定白書（原子力委員会決定、閣議配布）

 本文各章は「原子力利用に関する基本的考え方」（2023年2月原子力委員会改定、政府として尊重する旨閣議決定）
の整理に基づき記載
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特集 日常生活を支える原子力技術（1/5）

我々の日常生活は、エネルギーはもとより医療や産業（農
業・工業）等においても、放射線を含む原子力技術に支
えられているが、一般には知られていない例も数多く存在

令和5年度版原子力白書でのアンケート調査では、リスク
に対するベネフィットの認識が、原子力技術の社会的受容
性において重要な要素になると示唆

テーマ設定の背景 

原子力技術の身近さや日常生活への貢献、さらには近い将来に実現が期待される技術についてまとめて紹介

原子力･放射線について、リスクだけでなくベネフィットを含めた両方の観点からの理解につながることに期待

・高分子加工
・半導体加工
・殺菌・滅菌

工業等
・品種改良
・食品照射
・害虫駆除

農業

・検査
・放射線治療
・放射性医薬品

医療
・軽水炉
・革新軽水炉
・SMR

エネルギー

リスク源における受容度とベネフィットの認識度合いの関係
(2024年2月内閣府実施アンケート）

（出典）内閣府作成



エネルギーを支える原子力技術
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第7次エネルギー基本計画（2025年2月閣議決定）では、原子力
は、エネルギー安全保障に寄与し脱炭素効果が高い電源であり、他電
源と遜色ないコスト水準で変動も少ない電源と位置付け

革新軽水炉、小型軽水炉（SMR）、高速炉、高温ガス炉、フュー
ジョンエネルギーの研究開発を民間事業者、研究機関において実施

革新軽水炉は、既存の技術をベースに安全性や運用性を向上すべく
最新技術も採用して実用化への取組が推進

 SMRは、2030年より前の運転開始に向け、日本企業も参画する海
外プロジェクトが進行

原子力エネルギーの継続的利用に向けて、人材・サプライチェーンの確
保が課題。ANEC等人材育成の取組の推進が重要

特集 日常生活を支える原子力技術（2/5）

項目 概 要
耐震・耐津波
性能強化

・建屋の頑健化や低重心化等によって耐震性を向上
・建屋水密化等により津波耐性を向上

炉心損傷防
止対策

・重力､圧力差､密度差などの自律的に機能するメカニズム(静的安全システ
ム)により、電源や運転員の介入を必要としない炉心等の冷却機能を強化
・建屋内区画分離等による多様化、多重化

格納容器破
損防止対策

・コアキャッチャ（炉心溶融時に溶融炉心を受け止める専用の構造）によっ
て溶融炉心を冷却しコンクリート損傷を防止するなど、閉じ込め性能を向上
・格納容器フィルタベント の設置等により放射性物質の閉じ込め性能を向上

航空機衝突
対策

・格納容器アウターシールドや原子炉建屋の頑健化等によって航空機衝突
への耐性を向上

（出典）日立GE,高経済性小型炉BWRX-300の技術的特長､及び国内外の動向等について,令和7年第4回原子力委員
会[資料第1号](2025年)、東芝ESS,東芝の革新炉の取り組み,令和7年第3回原子力委員会[資料第2号](2025年)、
三菱重工,次世代革新炉開発の取組みについて,令和7年第5回原子力委員会[資料第2号](2025年)を基に内閣府作成

革新軽水炉の安全性に関する技術的特徴（例）

コアキャッチャの概念例
（出典）三菱重工,次世代革新炉開
発の取組みについて,令和7年第5回原
子力委員会[資料第2号]（2025年）

BWRX-300
（日立GE/GEH）

NuScale Power Module
（NuScale/日揮/IHI）

SMR開発例
（出典）日立GE,高経済性小型炉BWRX-300の技術的特長，及び国内外の動向等について,
令和7年第4回原子力委員会[資料第1号]（2025年）、IHI/日揮, IHI/日揮のNuScale 
SMRへの取組について令和7年第11回原子力委員会[資料第1号]（2025年）

原子力の人材確保状況
（出典）原産協会,原子力発電に係る産業動向調査
2024報告書（2024年）

供給区域ごとの電気料金単価（2023年度実績）

（出典）資源エネルギー庁

（円/kWh）



健康を支える原子力技術
近年、世界各国において核医学診断・治療が急速に進展
核医学診断におけるSPECT検査は放射性検査薬を利用し、CT検査では確認できない血流
などの画像化が可能。認知症の鑑別診断においても有効

核医学治療は、放射性医薬品等を患者に投与し、放射線によりがん細胞等を攻撃する治療
法。近年は、特に標的選択性のある放射性医薬品の投与により、周囲の細胞になるべく影響
を与えずがん細胞を破壊すると期待され、様々な治療技術や放射性医薬品が我が国を含む
世界各国で研究開発中。一部は既に医薬品化

放射性医薬品に使用する医療用RIの一部（Mo-99/Tc-99m、Lu-177等）は海外輸入
に依存し、供給途絶リスクが存在。このため、原子力委員会は2022年に「医療用等ラジオア
イソトープ製造・利用推進アクションプラン」を作成し、医療用RIに関する取組を一体的に推進

 Ac-225やAt-211等の国産化に向け、原子力機構の研究炉や、理研、QST及び大学での
加速器によるRI製造の研究開発を計画又は実施中

核医学診断･治療の臨床の場である病院では、病室の遮へい等の施設の制約により必要な
設備投資や、使用後の放射性物質を含んだ廃棄物の管理など、課題が存在

特集 日常生活を支える原子力技術（3/5）

核医学治療を行う特別措置病室の例
（出典）高野祥子(横浜市立大学),ルテチウム-177を用いたセラノスティクスに係る当院の取り組み,令和7年第3回原子力委員会[資料第
1号]（2025年）より内閣府作成

隔壁等 の外側 の実効線量 が
1mSv/週以下になるように必要な
遮蔽等を設置

出入口付近に人がみ
だりに立ち入らないた
めの注意事項を掲示

RI汚染の可能性のある床や
壁等を汚染除去しやすいもの
で覆う

出入口付近にRI汚染の検
査に必要な測定器と汚染
除去に必要な器材及び作
業衣を備える

核種 対象疾患

I-131 褐色細胞腫・パラガングリオーマ、甲状腺がん、甲状
腺機能亢進症

Y-90 悪性リンパ腫
Lu-177 ソマトスタチン受容体陽性の神経内分泌腫瘍
Ra-223 骨転移のある去勢抵抗性前立腺がん

製品化されている主な核医学治療用放射性医薬品
の核種と対象疾患

（出典）内閣府作成
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（出典）内閣府作成
外部照射/内部照射による治療の模式図



食・生活用品等を支える原子力技術
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農業における品種改良（育種）には以前から放射線も用いられてきた。近年では、イオンビームによる育種により、カドミウムなど重
金属の低吸収性イネ品種なども開発

農作物の最適な育成方法を把握するため、RIイメージングによって植物の栄養獲得のメカニズムを明らかにするなどの取組が進められ
ており、地球温暖化に適応した作物の栽培技術などへの貢献も期待

生活用品では、医療器具やペットボトルの滅菌、タイヤゴムや電線被覆材等の高分子材料の加工、マスク等への消臭機能加工、
半導体製造工程における元素の添加、空港の手荷物検査などにおいて放射線を利用

特集 日常生活を支える原子力技術（4/5）

イチゴ果実内部に運ばれる糖
RIイメージング

（出典）河地有木,RIイメージングの研究に
ついて,第12回原子力委員会[資料第1号]
（2025年）

放射線滅菌
（出典）照射施設,ラジエ工業株式会社ウェ
ブサイト(2025)を基に内閣府作成

γ線照射滅菌

滅菌に用いる電子線加速器

イオンビーム照射による変異体の研究
（出典）理化学研究所,放射線を利用した育種研究について,第2回原子力委員会[資料第1号]（2025年）
を基に内閣府作成



私たちの生活と原子力技術への理解
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特集 日常生活を支える原子力技術（5/5）

原子力技術の利用に当たっては、福島第一原子力発電所事故の反省・教訓が原点であり、安全性の確保が大前提であることは、
エネルギー利用以外の原子力技術の利用についても共通の理念

特集で紹介した分野は、日常生活に貢献している原子力技術。また、今後の研究開発により、長期にわたる安定的なエネルギー
の確保やがん等に対する効果的な薬の開発など、更なる発展が期待される分野

令和5年度版原子力白書の委員会メッセージでも述べたように、技術の利用については、社会全体としてのリスクとベネフィットを科
学的かつ多面的に評価したうえで国民と共有することが重要であり、例えば原子力発電所の事故や放射性医薬品の副作用など
のリスク面とともに、それらのベネフィットについても共有することが重要

原子力委員会としては、適切に原子力技術の利用がなされるように今後とも中立的な立場で積極的にわかりやすく発信するよう取
り組む所存

委員会メッセージ

国も含め原子力技術を扱う全ての関係者は、原子力技術の利用において、安全性の確保を大前提
として利用を図ることが必要である

原子力利用のリスクとベネフィットを国民全体で共有し、特に原子力技術で身近なものから国民に理
解を深めていただくといった不断の取組が重要である

その際、国民からの信頼を得るためには、科学的かつ中立的な情報発信を行う姿勢が不可欠である



2. 不断の安全性向上、原子力災害対策
 原子力規制委員会と主要原子力施設設置者の原子力部門責任者との意見交換会
（CNO意見交換会）が、2024年度は3回開催され、令和6年能登半島地震を踏ま
えた安全性向上、リスク情報活用、革新軽水炉の取組等について意見交換

 原子力規制委員会「原子力災害時の屋内退避の運用に関する検討チーム」は、屋内
退避の対象範囲及び実施期間等の運用について2025年3月に報告書を公表

 2025年2月、川内原子力発電所を対象に原子力総合防災訓練を実施
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1. 福島の復興・再生に向けた取組
 現在残る避難指示区域である、帰還困難区域内に設定された特定復興再生拠点区域
は、2023年11月までに避難指示を解除。その他の帰還困難区域においては、順次、特
定帰還居住区域復興再生計画が認定され、除染やインフラ整備等の取組を実施中

 福島県内の除染に伴い発生した除去土壌等の県外最終処分に向けて、政府は2025
年3月に除去土壌の復興再生利用や埋立処分の基準等を策定するとともに、「県外最
終処分に向けたこれまでの取組の成果と2025年度以降の進め方」を提示

第1章 東京電力福島第一原子力発電所事故の反省・教訓と福島の復興・再生の取組

3. 東京電力福島第一原子力発電所の廃炉
 2024年11月に2号機燃料デブリの試験的取出しに成功し、現在原子力機構等で分
析を実施中。2025年4月には２回目の試験的取出しに成功

 ALPS処理水の海洋放出は2023年8月に開始し、2025年3月までに合計11回放出。
海洋放出開始以降2025年3月までにIAEAがレビューを3回実施し、いずれも関連す
る国際安全基準に合致していることを確認

 IAEAの枠組みの下で、2025年4月までにALPS処理水の追加的モニタリングを３回実
施。直近の4月では、IAEA関係者及び韓国、スイス、中国、ロシアの専門家により、海
洋放出前の海水希釈後のALPS処理水を採水。IAEAの研究所のほか、日本、韓国、
スイス、中国、ロシアの研究所で分析予定

取り出した燃料デブリを運搬用ボックスに回収
（出典）IRID/東京電力,２号機PCV内部調査・試験的取り
出し作業の状況,第132回廃炉・汚染水・処理水対策ﾁｰﾑ会合/
事務局会議[資料3-3-3](2024年)

葛尾村､大熊町､双葉町､浪江町､富岡町､飯舘村の特定
復興再生拠点区域の避難指示解除
※南相馬市の特定帰還居住区域については、個人宅の特定
につながるため非公表

避難指示区域（2025年3月時点）
（出典）環境省
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1. 我が国におけるエネルギー利用の方針
 第7次エネルギー基本計画では、再生可能エネルギー、原子力
などエネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源を最
大限活用することが不可欠と指摘

 脱炭素電源としての原子力を活用していくため、次世代革新炉
への建て替えの方針を提示

 エネルギー需給見通しにおいては、2040年度の電源構成にお
ける原子力比率は2割程度

2. 原子力発電の状況
 2025年3月末時点で14基が再稼働しており、2024年度は、
女川原子力発電所2号機及び島根原子力発電所2号機が沸
騰水型軽水炉（BWR）として初めて営業運転を再開

第2章 エネルギー安定供給やカーボンニュートラルに資する安全な原子力エネルギー利用

3. 核燃料サイクルの取組
 日本原燃の六ヶ所再処理工場の竣工目標は2026年度中、MOX燃料工場の竣工目標は2027年度中に見直し
 使用済燃料の中間貯蔵施設として、 青森県むつ市のリサイクル燃料備蓄センターが2024年11月に操業開始。また、中国電力が
中間貯蔵施設設置の立地可能性調査として、山口県上関町でボーリング調査を実施

 経済安全保障推進法に基づき、特定重要物資としてウランを指定。2024年12月に日本原燃のウラン濃縮工場における供給確
保計画を認定

4. 立地地域との共生
 「福井県・原子力発電所の立地地域の将来像に関する共創会議」において、2022年に取りまとめた地域が描く将来像に向けた取
組の工程表の見直し・具体化を議論

 「青森県・立地地域等と原子力施設共生の将来像に関する共創会議」において、2024年10月、地域が描く将来像の実現に向
けた取組の工程表を取りまとめ

（出典）資源エネルギー庁,第７次エネルギー基本計画（案）について, 「第7次エネルギー基本計
画（案）」及び「GX2040ビジョン（案）」についての説明会・意見交換会（2025年）

原子力発電所の設備容量見通し
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１．国際機関、原子力発電主要国の動向
 グロッシーIAEA事務局長が2025年２月に福島県や柏崎刈羽原子力発電所を視察。福島復興
に向けたプロセス、原子力の平和的利用と核不拡散等について我が国とIAEAの協力強化を確認

 米国では94基の原子炉が稼働中注。既設炉の運転期間を80年に延長することについて、NRC承
認は12基、審査中11基

 英国では9基の原子炉が稼働中注。ヒンクリーポイントC 2基とサイズウェルC 2基の新設計画が進行
 カナダでは17基の原子炉が稼働中注。オンタリオ州政府のプロジェクトにおいて、SMRの初号機の建
設が規制当局から許可

 中国では58基、設備容量約57万GWの原子炉が稼働中注、2025年末までに設備容量70GW
とする計画。高速炉、高温ガス炉、SMRの開発も進めているほか、パキスタン等に軽水炉を輸出

 ロシアでは36基の原子炉が稼働中注。原子力発電比率を2023年時点の約20％から2045年ま
でに25％に高める方針。旧ソ連圏での建設実績のほか、近年ではバングラデシュ、インド、ウズベキ
スタン等へ輸出や建設に協力

 韓国では26基の原子炉が稼働中、2基が建設中注、さらに大型炉3基を建設する計画。UAEにて
韓国製軽水炉４基目が2024年9月に商用運転を開始。2030年までに輸出10基を目標

注: 2025年3月末時点。基数等の数値の出典はPower Reactor Information System, IAEAウェブサイト（2025年）

第3章 国際潮流を踏まえた国内外での取組

2. 国際機関への参加・協力、二国間・多国間協力の推進
 2025年2月の日米首脳会談において、両国で先進的なSMRやその他の革新炉に係る技術の
開発及び導入に関する協力の取組に対して歓迎の意を表明

 2024年10月のアジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）首脳会合の共同声明において、各国
の状況に応じ、原子力エネルギーの利用に関する協力について言及しつつ、AZECパートナー国が
世界の脱炭素化に貢献することなどを確認

グロッシーIAEA事務局長の表敬を
受ける石破総理

（出典）内閣広報室

AZEC第2回首脳会合
（2024年10月）

（出典）武藤経済産業大臣がラオス人民民主共和国
に出張しました,経済産業省ウェブサイト（2024年）
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原子力の平和利用と核不拡散・核セキュリティの
確保への取組

1. 原子力の平和利用
 我が国は「利用目的のないプルトニウムは持たない」という原
則の下、プルトニウム利用の透明性を確保。プルトニウムを再
利用する核燃料サイクルを推進

 我が国は全ての核物質の在庫量をIAEAに毎年報告。
IAEAより、全ての核物質が平和的活動にとどまっているとの
「拡大結論」を、2003年以降連続して得ている

3. 核軍縮・核不拡散体制の維持・強化
 2024年９月、我が国が安保理閣僚
級会合において立ち上げを表明してい
たFMCT（核兵器用核分裂性物質
生産禁止条約）フレンズのハイレベル
立上げ会合を開催

 2024年、日本原水爆被害者団体
協議会がノーベル平和賞を受賞

2. 核セキュリティの確保
 東京電力の要請により、2024年4月、IAEAが柏崎刈羽原
子力発電所を対象とした核物質防護エキスパートミッションを
実施。改善措置計画のほとんどが完了したこと等、根本原因
に対処したとの評価と、さらなる向上のための助言を受けた

第5章 原子力利用に関する国民からの信頼回復の取組

神恵内村における対話の場の記録
（出典）文献調査：北海道神恵内村,原子力発電環境
整備機構ウェブサイト(2025年)

2. 福島第一原子力発電所による情報提供やコミュニケーション
等の取組

 原子力損害賠償・廃炉等支援機構が、2024年に廃炉の進
捗状況を伝えるとともに、疑問に答える場として「東京電力・福
島第一原子力発電所の廃炉に関する対話」を福島県内16
市町村で実施

1. 原子力利用に関する情報提供やコミュニケーション等の取組
 エネルギー政策に関する説明・意見交換会の開催、ウェブサイ
トでのタイムリーな記事配信、YouTube等での動画コンテンツ
等による情報発信を実施

 高レベル放射性廃棄物の最終処分について、原子力発電環
境整備機構及び資源エネルギー庁は、全国での対話型説明
会を実施。文献調査地域では住民との対話活動を実施

IAEAによる核物質防護エキスパートミッション
（出典）東京電力ホールディングス株式会社, 柏崎刈羽原子力発電所の目指す姿
の取り組み状況について（2024年）

第4章



1. 原子力施設の廃止措置
 18基の実用発電用原子炉施設(福島第一原子力発電所
の6基を除く)が廃止措置中（2025年3月時点）

2. 放射性廃棄物の処理・処分
 高レベル放射性廃棄物の地層処分について、北海道寿都
町（すっつちょう）及び神恵内村（かもえないむら）における
文献調査報告書が2024年11月に取りまとめられ、縦覧。
道内での説明会開催とともに、意見募集（2025年4月縦
覧終了）

 2024年6月、佐賀県玄海町において文献調査を開始
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第6章 廃止措置及び放射性廃棄物への対応 第7章 放射線・放射性同位元素の利用の展開

1. 医療関連分野における放射線・放射性同位元素の利用
 陽子線治療及び重粒子線治療の保険適用対象が2024
年度に拡大

2. その他の分野における放射線利用等
 SPring-8の高度化（SPring-8-II）に向けた整備を開始
 2025年3月から3GeV高輝度放射光施設NanoTerasuに

おいて法律に基づく共用を開始

粒子線治療を実施している医療機関（2024年末時点）
（出典）先進医療を実施している医療機関の一覧,厚生労働省ウェブサイト（2025年）を基に内閣府作成

（出典）QST

3GeV高輝度
放射光施設

NanoTerasu
蓄積リング エンドステーション施設全体（出典）内閣府作成

放射性廃棄物の種類と処分方法



1. 研究開発・イノベーションの推進
 原子力機構、フランス原子力・代替エネルギー庁(CEA)及び
我が国とフランスの民間企業との間で、ナトリウム冷却高速炉
開発の協力に係る実施取決めを署名

 フュージョンエネルギー分野では、我が国が担当するジャイロト
ロンシステム（プラズマを加熱する高周波源）のITERへの納
入が完了
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2. 基盤的施設・設備の強化
 研究炉や臨界実験装置は、2025年3月末時点で、最盛
期の20基程度から8基まで減少

 2016年に廃止措置が決まった「もんじゅ」のサイトを活用した
新試験研究炉設置に向けた検討・詳細設計が進捗

第8章 原子力利用に向けたイノベーションへの取組 第9章 人材育成とサプライチェーンの維持・強化

1. サプライチェーンの維持・強化及び人材の確保・育成
 大学では、原子力分野へ進学する学生が減少。文部科学
省が、東京工業大学（当時）で、高校生を対象に「原子
力オープンキャンパス」を実施し、キャリア選択を探る学びの機
会を提供

 2023年3月に「原子力サプライチェーンプラットフォーム」が設
立。原子力関連企業に対する実態把握や経営支援強化、
各種支援施策紹介等のためのWebサイトを開設。米国やカ
ナダへの日系サプライヤ団派遣等を実施

2. ダイバーシティの確保
 OECD/NEAの理事会勧告「原子力部門におけるジェンダー
バランスの改善」（2023年）の枠組みの下、2024年9月
に第2回の会合が開催され、進行中の取組やジェンダーバラ
ンスの改善に向けた方法を検討

OECD/NEAハイレベルグループ第2回会合
（出典）岡田委員の原子力分野におけるジェンダーバランスの改善に関するOECD/NEA ハイレベルグ
ループ（HLG-GB）会合参加（2024年9月18-20日）,原子力委員会ウェブサイト（2025年）

我が国の研究炉・臨界実験装置の状況
（出典）内閣府作成
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原子力委員会

ウェブサイト 委員会決定

原子力利用に関する基本的考え方（2023年2月）
    https://www.aec.go.jp/kettei/kihon/index.html

我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方（2018年7月）    
https://www.aec.go.jp/kettei/kettei/20180731_2.pdf 

https://www.aec.go.jp/

原子力委員 (2025年3月時点)

上坂 充 （委員長） 岡田 往子※

上記のほか2022年9月より、青砥紀身参与、畑澤順参与、2024年9月より岡嶋成晃参与、小笠原一郎参与が会務に参画
※2025年6月に岡田委員が退任し、吉橋幸子氏が原子力委員に着任

直井 洋介
うえさか

https://www.aec.go.jp/kettei/kihon/index.html
https://www.aec.go.jp/kettei/kettei/20180731_2.pdf
https://www.aec.go.jp/
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